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山間地域におけるバス交通

長野県犀川丘陵地域を事例として

濱里　正史

I　はじめに

　人間集団が生活を営めば，そこには必然的に交

通が生じる。したがって，人間社会を興味の対象

とする人文地理学において交通は最も基本的な

テーマの1つである。また，交通を研究の対象と

するならば，それにかかわる技術は重要な課題で

ある。実際に交通地理学においては，イノベーショ

ン研究という交通技術を申心課題とした分野が存

在する。地理学における交通とは，空聞的移動の

ことであるから，交通技術とは空問克服のための

技術に他ならない。ただしここでいう技術とは，

いわゆる科学技術のみを指すのではなく，制度や

体制といった経済的・社会的なものまでを含め

る。すなわち，西田のいう技術ユ）や川喜多のいう

物質文化2）とほぼ同義である3）。

　本稿では，こうした観点から，山間地域におけ

る空間克服技術としてのバス交通制度の現況とそ

の特性を把握することを目的とする。

　ここで研究対象を山間地域におけるバス交通制

度としたのは，自然環境的にも社会環境的にも厳

しいと推察される条件が，山間地域のバス交通制

度にどのように影響しているか興味深かったため

である。なお，その事例としては，わが国におい

て最も典型的な山間地域と考えられる，長野県犀

川丘陵地域をとりあげた。

　以下の章においては，まずはじめに長野県全体

におけるバス交通4）を概観した後，犀川丘陵地域

におけるバス交通の状況を明らかにする。

皿　長野県におけるバス交通の概観

　長野県はその大部分が中央高地に属する。した

がって「山地性・高距性」は，本県を特徴づける

重要な要素である。すなわち，長野・上田・佐久・

松本・諏訪・伊那の6盆地と木曾谷を除く県域の

ほとんどが山地もしくは丘陵地であり，人口の

80％以上が，この6盆地に集中するとはいえ，山

地，丘陵地も重要な生活の舞台となっている5）。

このことから，長野県のバス交通を明らかにする

ことは，山間地域のバス交通を考えるうえで意義

あるものということができる。

　一般に，乗合バス交通の担い手は民間企業であ

り，そのほとんどが地域密着型の中小企業である。

また，わが国におけるバス事業は昭和20年代前半

に復興期を迎え，昭和20年代後半から昭和30年代

にかけて著しい発展を遂げた6）。この時期には，

乗合バスの路線網が地方の末端にまで急速に拡

大。整備された。しかし，3大都市圏を除く地方

においては，昭和30年代の終わり頃から昭和40年

代以降，モータリゼーションの進展と共に乗合バ

ス輸送量が減少しはじめ，現在に至るまで乗合バ

ス路線網は縮小・衰退の一途を辿っている（第1

図）。この衰退傾向は，山問地域などの過疎地域

において著しいと言われる。

　長野県における乗合バス交通も，そのほとんど

が民間企業によるものであり7），歴史的変遷も総

体的にはこれとほぼ同様の経緯を経てきていると

考えられる。特に，多くの山間地域を抱える本県
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では，昭和40年代以降，乗合バスをとりまく状況

の悪化には厳しいものがある。このことは，近年

顕著となってきた，廃止路線代替バスに象徴され

る過疎バス問題の背景となっていると思われ
る8）。したがって，長野県の各地で現在みられる，

バス交通に関する現象を理解するには，昭和40年

代以降の本県バス交通に関する状況を把握する必

要がある。

　長野県における乗合バス輸送人員は，昭和40年

には約1億7600万人であった（第2図）。その後，

昭和50年に約1億2300万人，昭和60年に約7100万

輸
逮
人
貿

　　　　　　㌔　　　　　　＼　　　　　　　■　　　　　　　㌔　　　　　　　　七　　　　　　　　㌔　　　　　　　　　㌧　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　＼
　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　　　　㌔　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　　　　　㌔＿　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　’＼

昭榔脾　　紹和4脾　　蝿榔畔　　昭榔O年　昭和5脚　　昭榔脾　　平成2年

　　　　一全国　一・・3犬翻市團以外　・一一・3大都市魑

第1図 わが国における乗合バス輸送人員の
推移（昭和40年から平成2年）

（『陸運統計要覧』および『都市交通年報望

により作成）

人と減少し続け，平成2年現在では約5200万人と

昭和40年の約29．5％となっている9）。こうした輸

送人員減少は，乗合バス交通に対する需要の低下

と関連する。また，この需要低下は，実際に乗合

バス交通を運営する，乗合バス事業者10）の経営

を圧迫，不採算運行系統の休止や廃止につながっ

ていった。

　長野県における乗合バス運行系統数は，昭和47

年には1326存在したものが昭和63年には969と

なっており，16年問で357系統が減少したことに

なるu）（第ユ表）。この間における乗合バス運行

系統数の変化傾向は以下のように概括できる。ま

ず，昭和47年から昭和50年にかけての3年間で急

速に減少しているものの，その後の8年間は緩や

かに減少し，昭和58年から再び減少率が大きくな

る。昭和58年から運行系統数が急速に減少すると

いう現象は，長野県のみならず全国的にみられる

ものである。これは，運輸省が第3種生活路線へ

の補助金を昭和55年度より3年間の期限で打ち切

るという方針を打ちだしたためであり，このため

昭和58年度以降から大規模な路線廃止が敢行され

たと考えられる12）。

　こうした乗合バス交通への需要低下とそれに伴

う運行系統数減少の背景には，モータリゼーショ

ンの進展があり，過疎地域ではこれに人口の減少

もしくは停滞が加わるということは，多くの研究

者が指摘するところである。長野県もこの例外で
酉万人
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第2図　長野県における乗合バス輸送人員の

　　　　推移（昭和40年から平成2年）

　　　　（長野陸運支局発行薪陸運要覧』により

　　　　作成）

第1表 長野県におけるバス運行系統数の推
移（昭和47年から昭和63年）
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H"Q~D 58~f i 1208 18 

R~~D604P 1115 37 

H~~D63~F 969 126 

（長野陸運支局発行『陸運要覧』により

作成）
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　3）スクールバス制度

　多くの市町村では，遠距離通学を余儀なくされ

ている児童。生徒の通学の便をはかるために，ス

クールバスを購入し運行している。また，車両購

入と運行経費に関しては国からの補助制度があ

る。

　4）福祉バス制度

　福祉バスという用語には未だ確固たる定義が存

在せず，これが指し示すバス制度には実に様々な

ものが含まれる。ここでは，高齢者および身体障

害者による交通行動の支援を主目的とするものを

福祉バスと呼ぶ。具体例としては，高齢者がデイ

サービスセンターを利用する際の送迎を行うリフ

トバス，会合・行事などに参加する高齢者の移動

を助ける送迎バスなどをあげることができる。

　これまで述べてきたことを，空間克服のための

手段。技術としてのバス交通体制という視点から

みれば，以下のようにまとめることができる。

　長野県では，昭和20年代から30年代における山

間地域の高い人ロレベルや公共交通依存といった

状況のもとで，「民間による乗合バス交通」を中

核としたバス交通体制が最適なものとして確立，

発展していった。しかし，過疎化やモータリゼー

ションの進展などによってもたらされた新たな状

況に対して，「民間による乗合バス交通」を中核

としたバス交通体制は適合性を欠き，しだいに崩

壊していった。そこで，これと代わるものとして

「行政による乗合バス事業制度」，「交通貧困階層

を対象とするバス交通制度」に特徴づけられるバ

ス交通体制が築かれつつある。

　そこで，実際の市町村レベルにおいて「行政に

よる乗合バス事業制度」，「交通貧困階層を対象と

するバス交通制度」に特徴づけられるバス交通体

制がどのように実現され，どの様な特徴を有し，

どの様な機能を果たしているのかを把握するため

に，典型的な山間地域である犀川丘陵地域を事例

として19）地域調査を行った。

皿　犀川丘陵地域におけるバス交通体制

　皿一1　道路ネットワーク

　道路ネットワークは，バス交通体制における最

も重要な基盤である。なぜなら，バス路線という

ものは，ある一定幅員以上の道路の存在を必要と

するからである。実際，今回の調査においても，

道路幅員が十分でないために，町・村営バスが運

行できない集落が存在するとの声が多く聞かれ

た。また，高知県の山間地域においても，道路整

備が不十分なため，バスが入れない地域の存在が

指摘されている20）。本節ではこうした見地から，

道路ネットワークの現況を把握する。

　犀川丘陵とその周辺地域には，4つの国道が存

在する（第4図）。1つは犀川に沿ってのびる国

道19号線であり，長野市，信州新町，大岡村，八

坂村，生坂村などの市町村を連結している。2つ

めは裾花川沿いの国道406号線であり，長野市，

戸隠村，鬼無里村を経由して白馬村にいたる。3

つめは高瀬川沿いの国道147号線であり，大町市，

松川村などを縦貫している。4つめは，大町市か

ら木崎湖・中綱湖・青木湖と姫川沿いを通り，糸

魚川市に抜ける国道148号線である。この4つの

国道は，犀川丘陵とその周辺地域における幹線道

路とみなされる。さらに，この幹線道路網を補完

する主要な道路として，いくつかの県道が存在す

る。その主なものが，県道36号線（信濃信州新線），

県道369号線（長野戸隠線），県道401号線（小川

長野線），県道3！号線（長野大町線），県道323号

線（青具神城線），県道393号線（小島信州木崎線），

県道394号線（川口大町線），県道55号線（大町麻

績インター戸倉線），県道51号線（大町明科線），

県道275号線などである。

　こうした道路ネットワークと地形とを比較する

と（第4図，第5図），ある1つの特徴に気づく。

それは道路が，河川もしくはそれによってもたら

された谷に沿って形成されているということであ

る。すなわち，山問地域において山地は交通の障

害であり，河川が交通路の役割を果たしているの

である。
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第4図 犀川丘陵地域の主要道路（平成6年）

　古来より，河川は水運として利用されるだけで

なく，その優れた開析能力によって街道の基礎を

つくるなど人間に通路を提供してきたことは周知

の事実である。土木技術の発達した今日，平野な

どの平坦地においてはそうした役割がうすれ，む

しろ交通の障害と認識されることが多い。しかし，

そうした現代社会においても，山間地域における

地形条件は完全には克服されていない21）。した

がって河川は，今なお人間とその社会に恩恵を施

す，重要な存在であり続けているのである。

　皿一2　乗合バス

　昭和30年代・40年代ほどではないにしろ，乗合

バス22）が，山間地域における空問克服のための

バス交通体制に対し最も重要な役割を担っている

ことは疑いの余地がない。本節では，犀川丘陵地

域における乗合バスの状況を，特に歴史的経緯と

空間的特徴に重点をおいて詳述する。まずはじめ

に，民間の乗合バス23）と町・村営バスからなる

乗合バス路線網をみてみよう（第6図）。第1に

いえることは，乗合バス路線網も道路ネットワー

クと同様，地形からの制約を受けているというこ

とである。これは，バスという交通手段が道路を

必要とする以上，むしろ当然であり，幅員や勾配

条件の点を考慮すれば，道路ネットワークよりも

さらに強い制約を受けると思われる。

　次にいえることは，民間企業が運行する乗合バ

ス路線と町・村営バス路線とのあいだに，明確な

役割分担が存在するということである。民問企業

の乗合バス路線のほとんどは，国道！9－06・147

号線および県道31号線などの主要道路上にあっ

て，これが鉄道と共に公共交通における幹線的役

割を果たしている。これに対し，町・村営バスは，

こうした幹線交通もしくは市町村中心部へのアク

セス手段という役割を担っているのである。した

がって，各町村内部に居住する人々にとって最も

身近で重要な公共交通機関は，町・村営バスであ

る。　犀川丘陵地域においては，調査対象9町村

のうち，生坂村を除く8町村が町・村営バスを運

行している24）（第3表）。これらの町・村営バス

の路線は，昭和50年代後半から60年代にかけてで

きたものが多い。これは，昭和58年前後から，民

問によるバス路線が次々に廃止され，当該町村で

は住民の足の確保という公共上の理由から，廃止

路線代替バスとして町・村営バスを運行しはじめ

たためである。この時期は，先述したように，第

3種生活路線への補助を3年間で打ち切るという

国の政策をうけて，全国的にも長野県全体におい

ても民間バス路線の廃止が激化した時期であ

る25）。犀川丘陵地域においては特に，この地域

の生活路線の大部分を運行していた川中島バス
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が，昭和58年に会社更正法の適用を受けて事実上

の倒産をするという事態になり26），この年以降，

全国的な潮流とあいまって，民間バス路線の廃止

が急増したものと推察される。

　先述したように，民間の乗合バスが幹線交通で

あるのに対し，町・村バスは支線である。しかし，

同じ支線であっても，北部と南部とでは形態の上

で若干の相違が認められる。それは，丘陵部の幅

が狭い南部にあっては町・村バスが犀川と高瀬川

を通る2つの幹線に接続し，これを結ぶ形である

のに対し，北部では1つの幹線へのみ接続されて

いるということである。これには，丘陵部の幅と

いう地形的要因が作用していると推察される。ま

た，池田町，生坂村，八坂村などの地域では，2

ないし3町村にまたがって町・村営バス路線が運

行されているのに対し，鬼無里村，戸隠村などの

地域では，自地域内で村営バス路線が完結してい

る。こうした対照がみられる原因としては，南部

では町村域が狭い上に町村間の地形的障壁がそれ

ほど大きくないが，北部では村域が広く，峻険な

山地によって各村が隔絶されているためと考えら

れる。

　最後に，町・村営バスの利用主体と運行本数お

よび料金について述べる。現在こうした山問地域

における交通の主体は自家用車であり，乗合バス

交通はこれを補助する最低限のものとして意義づ

けられている。また，主な利用者は，高齢者や児

童。生徒，身障者などのいわゆる交通貧困階層が

大半であり，運行計画もそれを想定してなされて

いる。しかし，地域における町・村営バスが，も

ともと乗車密度が少ないという理由から廃止され

た路線を代替してできたものであるため，そのほ

とんどが！日に数本程度と少なく，料金を安くす

るにも限界がある。そこで各町村では，そうした

交通貧困階層の交通の便をはかるための様々な制

度を設けている（第3表）。

　斑一3　交通貧困階層のための諸制度

　交通貧困階層のための制度は大きく2つの範嬢

に分けることができる。すなわち，園児・児童。

生徒のためのバス交通制度と高齢者・身障者のた

めのバス交通制度である。

　！）園児。児童・生徒のためのバス交通制度

　スクールバス・園児バスは，多くの町村で運行

されている制度である。その性格上，通学・通園

距離が長くなりがちな山村地域において，園児・

児童・生徒の通園。通学の便をはかる方策として

最も一般的なものである。さらにこうした山村地
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第3表　犀川丘陵地域の町村における主なバス交通（平成6年）

池　田　町

生坂村
八坂村
信州新町

美麻村

小jl1村
中　条　村

鬼無里村

戸　隠 村

町営バス，スクールバス，高齢者に町営バス料金補助など、

福祉バス（無料バス），スクールバス，リフトバスなど．

村営バス，スクールバス，高齢者に村営バス料金など．

町営バス，スクールバス，リフトバス，福祉バスなど．

村営バス，スクールバス，リフトバス，患者輸送バス，高齢者に村営バス料金

補助など．

村営バス，スクールバス，福祉バス，身障者に村営バス料金補助など．

村営バス，スクールバス，児童一生徒に村営バス料金補助，福祉バス，リフト

バスなど．

村営バス，児童・生徒への村営バス料金補助，高齢者への村営バス料金補助，

リフトバスなど．

村営バス，スクールバス，リフトバス，身障者に村営バス割引制度など．

注）スクールバスには園児バスも含まれる

（聞き取りによる）

域では，通学距離の長さもさることながら，標高

差が著しく坂が多いといった地形的条件も通園・

通学を困難にする大きな要素である。

　また，スクールバス。園児バスは，学校の統廃

合を契機として運行されはじめることが多く，ほ

とんどの場合スクールバス購入の際に国からの援

助を受けている。

　鬼無里村に代表されるように，スクールバスを

運行していない村は，児童。生徒がスクールバス

を利用する場合の料金の全額または一部を補助し

ている。また，スクールバスを運行している地域

でも，これを利用できない児童・生徒で必要と認

められる場合は料金補助を行っている27）。

　2）高齢者・身障者のためのバス交通制度

　多くの町村では，福祉上の理由から，高齢者・

身障者が町・村営バスを利用する際の料金の一部

もしくは全額を補助している。また，これと異な

る方策で，比較的多くみられるのが福祉バスであ

る。しかしながら，一口に福祉バスといっても，

その内容には様々なものが存在する。その中で最

も普及しているのがリフトバスである。リフトバ

スはデイサービスセンターの送迎の際に使用され

るのが一般的である。また，車両自体は町や村が

所有するものの，その運行は社会福祉協議会が

行っている場合がほとんどである。

　その他，生坂村と中条村などに福祉バスと呼称

されるものが存在する。中条村の福祉バスは，そ

の名の通り福祉的色彩が濃いものであり，60才以

上の高齢者，身障者およびその保護者，精薄者お

よびその保護者，母子家庭の母子，父子家庭の父

子，疾病患者，負傷軍人といった住民を無料で輸

送している。これもリフトバスと同じく社会福祉

協議会に運行を委託している。これに対し，生坂

村の福祉バスは，福祉バスというよりも無料村営

バスといった意味合いのもので，村内を無料で運

行しており，いっさいの制限なく誰でも利用する

ことができる。この他，信州新町や小川村にも福

祉バスが存在する。また，一般に福祉バスといわ

れる性格のものに行事や会合の際の送迎を行うバ

スがあるが，不定期なものであり回数も少なく，

町・村の正式事業なのかそうでないのかなど不明

瞭な部分が多々あり，その実体を明らかにはでき

なかった。

　さらに，美麻村では村が直営する診療所への通

院のために患者輸送バスを運行している28）。

v　おわりに

　最後に，山間地域におけるバス交通制度が現在

抱えている，主な問題を述べておわりとしたい。

　山問地域では，「民間による乗合バス交通」を

中核としたバス交通体制の時代が終わり，「行政

による乗合バス事業制度」，「交通貧困階層を対象
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とするバス交通制度」に特徴づけられるバス交通

体制に移行している。そうしたなかで，様々な問

題が浮上してきているが，なかでも重要なものと

して「規制」に関する問題をあげることができる。

ここでは，その典型例として「ドアクローズ」と

「車両用途規制」を指摘しておく。

　「ドアクローズ」とは，町・村営バスなどの路

線が既存の民間バス路線と競合する場合，競合す

る区間において町・村営バスの乗降に規制を設け

ることにより，民間バス路線への影響を防ぐとい

うものである。この制度は，地域の足を担う民問

バス会社の保護という点では必要なものである

が，町・村営バスの利用可能性を減少させている

ことも事実であり，今後の見直しが必要であろう。

ただしその際には，関連バス会杜や当該町村が十

分に話し合うことが重要であることはいうまでも

ない。

　「車両用途規制」とは，国や県の補助で購入し

たスクールバスや福祉バスは原則として他の目的

に使用できないというものである29）。このため，

各町村では現状に合わせた車両運行ができず，需

要が少ないわりに保有車両が多く，維持費がかさ

むという矛盾に直面している。

　またこの他に，廃止代替バスヘの補助は，廃止

される前の運行経路分のみが対象であり，路線延

長や路線変更した部分は対象とされないといった

問題も存在する。このことは，実状に合った路線

よりも合わない路線を奨励するという皮肉な結果

につながりかねない。

　こうした規制は，十分な根拠・理由があって制

定されたものであり，無用なものでは決してない。

しかし，山間地域のバス交通を取りまく環境は

日々変化しており，なおいっそうの議論を重ね柔

軟な対応をしていく必要があろう。

現地調査に際しては，州中島バス株式会杜，長野電鉄株式会社，新潟運輸局長野陸運支局，長野県庁の担

当の方々から貴重な資料を提供していただきました。また，聞き取り調査にうかがった町役場・村役場の

皆様には多大なご協力をいただきました。さらに，群馬工業高等専門学校の大島登志彦先生からは，バス

交通に関する資料並びに貴重なご助言をいただきました。本稿を作成するにあたっては，奥野隆史先生，

斎藤功先生をはじめとする筑波大学地球科学系の諸先生方から終始ご指導を賜りました。末筆ながら，記

して感謝申し上げます。
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18）長野県における廃止路線代替バスは，市町村営バスとして実施されており，その運営方式に着目すれ

　　ば，直営方式の代替バス，委託方式の代替バス，チャーター方式の代替バスの3つに分類できる．

19）具体的には，戸隠村，鬼無里村，中条村，小川村，美麻村，信州新町，八坂村，生坂村，池田町から

　　なる地域とした．

20）過疎地域問題調査会（ユ972）：『過疎地域問題調査報告書一交通の確保，とくに過疎バス問題一』，

　　過疎地域問題調査会，128頁

2ユ）ただし，技術の絶対的な限界によって地形条件を克服しえないのではなく，経済的制約のためと考え

　　られる．つまり，最新の技術をもってすれば地形条件を克服できる場合であっても，採算がとれない

　　といった経済的意味において克服できないことが多いのである．

22）ここでいう乗合バスには，民間企業が運行する乗合バスと市町村が運行する乗合バスの2つが含まれ

　　る．

23）現在，犀川丘陵地域における乗合バス路線を運営する主要な企業は，川中島バス，松本電鉄の2つで

　　ある．

24）唯一，村営バスを運営していない生坂村においても池田村営バスが生坂村内を走っており，村民の重

　　要な足となっている．また，福祉バスと通称されている無料バスを村が運行しており，これを村営バ

　　スの範中に含めるならば9町村全てに村営バスが存在するといえる．

25）国による地方バス路線維持に関する補助には，第2種生活路線にかかわる補助，第3種生活路線にか

　　かわる補助，廃止路線代替バス運行にかかわる補助などがある．第2種生活路線では平均乗車密度5

　　人以上ユ5人以下を，第3種生活路線は平均乗車密度5人未満をその基本的な基準とする．第3種生活

　　路線への補助を3年間で打ち切るということは，第3種生活路線となってから3年で補助を打ち切る

　　ということであり，その後の路線に関して，当該市町村では廃止路線代替バスとして路線を存続させ

　　るかそのまま路線を廃止させるかの選択を迫られることになる．

26）この会社更正法は，8年後の平成3年にようやく解除されている．

27）長距離通学であるにもかかわらず，スクールバスの運行計画上，回りきれない地域に居住する児童・

　　生徒の場合．
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28）患者輸送バスは，国や県の補助制度上では福祉バスと区別されているが，極めて福祉性の高いもので

　　あり，本稿では福祉バスの一一種に分類する．

29）ただし，国や県の承諾があれば，本来の使用目的以外の利用も可能である．
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